
区 分 決 算 額 構成比 (%) 増減率 (%) 住民１人当額(円) 区 分 構 成 比 (%) 住民１人当額(円)

 地方税 7,581,586 35.6 0.7 135,286  議会費 0.8 2,991
 地方譲与税 217,451 1.0 △ 4.9 3,880  総務費 22.8 81,362
 利子割交付金 11,892 0.1 △ 10.1 212  民生費 29.5 104,923

14  配当割交付金 25,135 0.1 88.5 449  衛生費 7.2 25,610
58.55k㎡  株式等譲渡所得割交付金 41,242 0.2 970.9 736  労働費 1.1 3,951

56,204 平成22年 960  地方消費税交付金 489,087 2.3 △ 0.9 8,727  農業費 2.0 7,163
56,693 平成17年 968 第1次 第2次 第3次  自動車取得税交付金 85,745 0.4 △ 13.3 1,530  商工費 1.4 5,070
△0.9% 人口集中 平成22年 20,895 平成22年 1,064 8,836 17,481  地方特例交付金 34,434 0.2 0.8 614  土木費 11.1 39,361
56,041 地区人口 平成17年 21,822 国調 3.9% 32.3% 63.8%  地方交付税 2,144,330 10.1 △ 7.1 38,264  消防費 3.6 12,662
56,331 21,692 平成17年 1,442 10,634 16,473 （うち普通交付税） 1,830,780 8.6 △ 7.6 32,669  教育費 11.5 40,962
△0.5% 世帯 国調 5.1% 37.2% 57.7%  交通安全対策交付金 10,120 0.0 △ 5.8 181  災害復旧費 0.0 0

 分担金・負担金 294,245 1.4 △ 6.9 5,251  公債費 9.0 31,998
A  使用料・手数料 217,287 1.0 △ 2.2 3,877  諸支出金 0.0 0
B  国庫支出金 2,201,523 10.3 15.2 39,284

 県支出金 956,293 4.5 2.4 17,064
C  財産収入 59,425 0.3 △ 11.9 1,060

 寄附金 2,586 0.0 △ 96.0 46
D  繰入金 586,932 2.8 △ 1.5 10,473
E  繰越金 1,512,666 7.1 △ 0.6 26,992
F 実質赤字比率  諸収入 607,603 2.9 △ 11.2 10,842
G 連結実質赤字比率  地方債 4,195,963 19.7 161.5 74,873
H 実質公債費比率 合 計 21,275,545 100.0 14.1 379,641 合 計 100.0 356,053
I 将来負担比率

区 分 決 算 額 構成比 (%) 増減率 (%) 住民１人当額(円) 一般財源等

J  人件費 2,855,399 14.3 △ 6.0 50,952 2,648,138 23.8 (26.2)
職 員 数 平均年齢 （うち職員給） 1,865,492 9.3 △ 6.9 33,288 1,680,015 ― ―

361 38.9  扶助費 3,711,198 18.6 2.8 66,223 1,165,845 10.6 (11.6)
78 38.4  公債費 1,793,215 9.0 △ 4.5 31,999 1,784,712 16.2 (17.8)
11 50.3  物件費 2,764,736 13.9 1.9 49,334 2,271,629 17.1 (18.9)
7 48.9  維持補修費 21,938 0.1 19.5 391 12,943 0.1 (0.1)

― ―  補助費等 3,149,629 15.8 333.0 56,202 505,414 3.5 (3.8)
368 39.0 構成比  繰出金 1,949,391 9.8 △ 4.1 34,785 1,803,947 13.2 (14.6)

決 算 額 等  個人 34.2%  投資及び出資金 0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0
1,280,929 繰 出 額  法人 7.6%  貸付金 180,800 0.9 △ 30.7 3,226 423 0.0 (0.0)

25,912 586,801 46.2%  積立金 367,825 1.8 △ 60.0 6,563 335,213  合  計 9,327,302 84.5 (93.0)
1,320,515 4,977 1.4%  普通建設事業費 3,159,504 15.8 62.5 56,379 1,812,611

374,360 5.7% （うち補助事業） 573,166 2.9 21.3 10,228 7,907
527,870 4.7% （うち単独事業） 2,508,153 12.6 76.0 44,756 1,726,519

27,340 460,360 0.2%  災害復旧費 0 0.0 0.0 0 0
70,000 0 100.0%  失業対策事業費 0 0.0 0.0 0 0

0.3% 1,954,368 合 計 19,953,635 100.0 16.4 356,054 12,340,875

＊ラスパイレス指数の（　　）書きは、国家公務員の給与水準の引き下げがなかったとした場合の数値。

　除いた場合。

0 千円

1,005,363 千円

1,005,363 千円

　　　臨時財政対策債  財産収入 18,061
合　　計  諸収入等 14,877

＊経常収支比率（　　）書きは、減収補てん債特例分及び臨時財政対策債を  地方交付税 1,830,780
 交通安全対策交付金 10,120

　　　減収補てん債特例分  使用料・手数料 31,668

 地方消費税交付金 489,087
＊経常収支比率は、経常一般財源収入に減収補てん債特例分及び臨時財政  自動車取得税交付金 85,745
　対策債を加えて算出。  地方特例交付金 34,434

25,135

 地方譲与税 217,451

収入比率 合　　　計 徴収率（実質徴収率） 95.4%  (95.4%)  株式等譲渡所得割交付金 41,242
収 　益
事　 業

収入額  その他 合　　計 7,581,586  配当割交付金

区 分 公 営 事 業 へ の 繰 出
市民税

2,591,131

経常一般財源収入 10,032,617

定額運
用基金
現在高

土地開発
基金

0
 国民健康保険  市たばこ税 430,168

内
 
 
 
 
 

訳

 地方税

その他  介護保険  入湯税 12,579  利子割交付金 11,892

7,222,125
 後期高齢者  都市計画税 359,461

0

積 　立
基　 金
現在高

財政調整基金 事　　業　　名 579,897 423

 臨時職員 ―  職員一人当たり人口 152 383,154
合       計 301,403 区 分 決 算 額 1,462,242

減債基金  下水道  固定資産税 3,503,163
その他  上水道  軽自動車税 105,187

 　うち技能労務職員 297,200  地方債現在高 17,825,137 1,891,479
教育公務員 415,000  債務負担行為額 766,956 12,943

 一般職員 299,200  ラスパイレス指数 105.6(97.5) 1,164,583
 　うち消防公務員 298,800  一般財源等 13,662,785 1,784,712

64.2% 2,627,766
区 分 一人当り給料月額（円）  実質債務残高比率 169.2% ―

 実質単年度収支
114,777 △ 401,642

 義務的経費比率 41.9% うち経常一般財源 経常収支比率(%)

 （F+G+H-I)  一般財源比率

 単年度収支 △ 98,865 △ 52,190 健

全

化

判

断

比

率

―

19,953,635 12,340,875
 積立金取崩額 550,000 450,000 102.8% 歳 出 内 訳 （ 性 質 別 ）

 積立金 680,791 100,548 ―
 繰上償還金 82,851 0 11.8%

 翌年度へ繰越
253,445 114,879

 財政力指数 0.760
 すべき財源  実質収支比率 11.0%
 実質収支（C-D） 1,259,221 1,207,031  公債費負担比率 13.1%

0 0.0 0 0
 歳入歳出差引額

1,512,666 1,321,910
 標準税収入額等 8,152,531

       （A－B) 

 歳出総額 17,141,726 19,953,635  基準財政需要額 8,148,266  前年度繰上
 充用金

 標準財政規模 10,988,674

0 0

172,523
増 減 率 就

業
人
口

2,205,838 1,860,099

1,784,712
 歳入総額 18,654,392 21,275,545  基準財政収入額 6,317,857 0 0

区　　　　分 平 成 ２ ４ 年 度 平 成 ２ ５ 年 度 区 分 指 数 等 1,793,215

人 口 面 積 市町村類型Ⅱ-1 交付税種地区分　Ⅰ-３ 221,437

住民基本
台 帳

H26.3.31 709,570 681,744
H25.3.31

126,412

国勢調査

平成22年
人口密度

産 業 構 造 401,441 343,521
平成17年 区 分 284,121

世　帯　数
平成26年3月31日現在

2,295,557 1,336,545
増 減 率

（単位：千円）
歳 入 内 訳 歳 出 内 訳 （ 目 的 別 ）

5,880,005 2,962,744
羽生市 1,435,204 1,355,647

平成25年度　羽生市決算概要　（普通会計）
決 算 額 一般財源等

167,613 167,613
4,559,634 1,549,315


